
 

 

安城市監査公表第１３号 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定に基づき安城

市長から措置を講じた旨の通知があったので、同項の規定により次のように公表す

る。 

 

 

平成３０年５月２２日 

 

安城市監査委員 中 村 誠 一 

 

安城市監査委員 武 田 文 男 



 

 

行政監査に係る措置の通知書（農務課） 

 平成３０年２月２２日監査結果報告分（平成３０年４月２４日現在の措置状況） 

  市が事務を行う任意団体について 

＜安城市日中友好農業研修協力会＞ 

（１） 指   摘   事   項   等 

市職員は、地方公務員法第３５条により職務に専念する義務が課せられている

ため、団体の事務に従事するには、「職務専念義務を免除」するか、当該事務に

従事させる「職務命令」を行う必要がある。 

したがって、根拠なく慣例によって、業務を行うことは適切ではなく、事務分

掌規則に規定するか職務明細書または決裁文書に基づいて職務命令を行い、市が

なすべき職務である根拠を明確にされたい。 

措    置    状    況 

 職務明細書への記載を行い、市がなすべき職務である根拠を明確にした。 

 

 

（２） 指   摘   事   項   等 

金銭出納簿が整備されていなかった。金銭出納簿と預金残高の確認を複数の者

が毎月確認するなど、会計処理が適正に行われているかの検査体制の整備をされ

たい。収支の動きが少ない団体においても、現金預金管理の重要性を認識し定期

的な実施をされたい。また、検査を行った場合は、実施者が出納簿に押印するな

ど記録を残されたい。 

措    置    状    況 

金銭出納簿を整備し、出納簿及び預金残高の確認を毎月行うこととした。 

 

 


